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名古屋市の概要
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名古屋市の概要
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障害福祉サービス事業

支給決定者数
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うち、行動関連項目

10点以上の者の人数
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障害福祉サービス事業

支給決定者数

うち、行動関連項目

10点以上の者の人数

名古屋市の概要

市内障害福祉サービス事業所等における行動関連項目10点以上の者の受入状況

障害者支援施設 16か所 13か所 81.3% 16か所 14か所 87.5% 16か所 14か所 87.5% 16か所 15か所 93.8% 15か所 13か所 86.7% 15か所 14か所 93.3%

グループホーム 188か所 107か所 56.9% 233か所 134か所 57.5% 265か所 154か所 58.1% 281か所 171か所 60.9% 311か所 199か所 64.0% 339か所 213か所 62.8%

生活介護 188か所 177か所 94.1% 197か所 187か所 94.9% 218か所 200か所 91.7% 225か所 207か所 92.0% 234か所 224か所 95.7% 242か所 225か所 93.0%

区  分
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数
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受入事業
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令和6年5月

全事業所
数
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事業所数

受入事業
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全事業所
数

受入
事業所数

受入事業
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民間組織等

都道府県
政令市等

コラボレーション

各事業が有機的
に

連携する仕組み

強度行動障害に関する地域体制整備の取り組み状況（過去）
取り組みができていなかった：そのまま 取り組みの検討をした：うすいオレンジ 取り組みが進んでいた：うすい緑 特にうまくいっていたと感じていた：赤枠 特に課題に感じていた：青枠

平成２８年度まで
取り組みの経緯

・平成２６年度より、強度行動障害のある方の受入れについて、一定の条件を満たした事業所に対し、
「強度行動障害者受入補助金」制度を実施し、日中サービスの確保を図っていた。

・その一方で、多くの障害福祉サービス事業所からは「現場の職員に対する研修の充実が必要である」
との意見がよせられていた。

・平成２８年９月に名古屋市会にて、福岡市の取り組みを参考とした「派遣型の職員研修制度」の提案
があった。

・強度行動障害のある方について高度な専門知識や支援技術を習得した「強度行動障害者専門支援員」
の養成及び事業所への派遣事業を始め、事業所からの相談窓口の設置や事業所職員の研修事業など、
強度行動障害のある方に係る総合的な事業として「名古屋市強度行動障害者支援事業」を開始した。
（平成30年度から。ただし専門支援員養成事業は平成29年度から実施）

・事業を開始するに当たっては、市内の知的障害者福祉施設で構成する「名古屋市知的障害者福祉施設
連絡協議会」（名障連）に委託し、専門支援員は名障連加入事業所の職員に協力を得ることとなった。

・障害児の対応については、従前より市発達障害者支援センターがコンサルテーションを実施していた
ことから、引き続き市発達障害者支援センターにて対応することとした。
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民間組織等

都道府県
政令市等

コラボレーション

各事業が有機的
に

連携する仕組み

強度行動障害に関する地域体制整備の取り組み状況（現在）
取り組みができていない：そのまま 取り組みの検討をしている：うすいオレンジ 取り組みが進んでいる：うすい緑 特にうまくいっていたと感じている：赤枠 特に課題に感じている：青枠

平成３０年度から
現在まで

民間組織等

都道府県
政令市等

コラボレーション

各事業が有機的
に

連携する仕組み

強度行動障害に関する地域体制整備の取り組み状況（現在）
取り組みができていなかった：そのまま 取り組みの検討をした：うすいオレンジ 取り組みが進んでいた：うすい緑 うまくいっていたと感じていた：赤枠特 課題に感じていた：青枠

平成３０年度から
現在まで

社会福祉法人
特定非営利活動法人

等々

強 度 行 動 障 害 者
受 入 補 助 金
環 境 整 備 補 助 金

名古屋市知的障害者
福祉施設連絡協議会

支 援 事 業
支 援 者 養 成 研 修
（ 基 礎 ・ 実 績 ）

支 援 事 業
相 談 支 援 事 業

支 援 事 業
専門支援員派遣事業

支 援 ニ ー ズ 調 査

支援方法の
提案・助言

研修実施

相談支援

派遣養成

補助

補助

強度行動障害者支援者養成研修事業

強度行動障害者受入補助金
※強度行動障害のある者の安全確保及び障害
の軽減を図り、事業所の円滑な運営を確保す
るとともに、事業所における強度行動障害者
の受入をより一層促進するための補助を行う
もの。
※対象は生活介護事業所のみ

強度行動障害者支援事業【委託事業】
※強度行動障害のある者の行動障害の軽減を図り、地域での安
定した生活を支えるため、高度な専門的知識・支援技術を持っ
た専門支援員の養成・派遣、支援者養成研修及び理解促進等を
総合的に実施するもの。

強度行動障害者相談支援事業

理解促進・事業周知
・講演会の開催
・地域づくりサポート等

強度行動障害者受入環境整備補助金
※強度行動障害のある者を受け入れている事業所等に対
して、必要な環境整備を行う経費の一部補助を行うもの。
例：ガラスのアクリル板への取り換え

受入に必要な備品等の購入 等

強度行動障害者専門支援員派遣事業
・専門支援員の派遣
・新規受入サポート事業
・地域づくりサポート

派遣

強度行動障害者専門支援員養成事業

名古屋市における強度行動障害のある方に対する支援施策の体系

H26～
R7予算
20,880千円

R2～
R7予算
18,000千円

H29～
R7予算
15,983千円

名古屋市強度行動障害者支援事業の概要

ホームページURL https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/wel/fukushi/kyokoshien.html

名古屋市強度行動障害者専門支援員派遣事業内容

名古屋市強度行動障害者専門支援員派遣事業 （参考）事業所訪問型集中的支援

対象
者像

強度行動障害のある障害者
（区分・行動関連項目等の要件なし）

行動関連項目10点以上の障害者
行動障害20点以上の障害児

対象
事業
所

生活介護、共同生活援助、障害者支援施
設、その他
※障害児関係は、発達障害者支援センター
で対応

日中活動系サービス事業所、居住系サービ
ス事業所、障害児通所支援事業所、障害児
入所施設

支援
内容

専門支援員は支援方法を事業所職員と一緒
に考え、行動障害の軽減と職員の知識・支
援力の向上を図る。
→氷山モデル、支援計画の作成の主体は事
業所職員。

広域的支援人材は、事業所等へ訪問等を行
い、当該児者と生活環境のアセスメントを
実施する。当該アセスメントに基づいて、
対象児者の状態・状況の改善に向けた環境
調整その他の必要な対応・支援を短期間で
集中的に実施するための支援全体の進め方
の計画である「集中的支援実施計画」を、
当該児者の支援に携わる事業所等とも連絡
調整の下、作成する。
広域的支援人材は、集中的支援実施計画に
基づき、対象児者が利用する施設等に対し
て、対象児者の状況や支援内容の確認を行
いながら、助言援助を行う。

費用 無料（名古屋市委託事業）
定めなし
※有料を想定（報酬1,000単位（月4回ま
で）を原資）

強度行動障害者専門支援員派遣実績
H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

2人 3人 4人 5人 5人 5人 6人

125回 264回 202回 270回 197回 242回 338回

障害福祉サービス事業所等 116回 254回 199回 263回 192回 216回 315回

学 習 会 9回 10回 3回 7回 5回 26回 23回

16か所 30か所 32か所 42か所 39か所 46か所 66か所

生 活 介 護 14か所 24か所 26か所 32か所 27か所 28か所 31か所

グ ル ー プ ホ ー ム 1か所 4か所 4か所 7か所 6か所 8か所 13か所

障 害 者 支 援 施 設 1か所 2か所 2か所 2か所 2か所 2か所 2か所

そ の 他 0か所 0か所 0か所 1か所 4か所 8か所 20か所

17人 41人 42人 49人 51人 46人 71人支援の対象となった障害者数

年度

派 遣 回 数 （ 延 べ ）

派 遣 事 業 所 数

内
訳

内
訳

強度行動障害者専門支援員数

※令和7年度の強度行動障害者専門支援員は7人で実施

資料１

110



強度行動障害専門支援員派遣事業実績

〇派遣先事業者からの意見
・支援の方策を教授いただく中で、本人のことを職員間で話すことが多くなり、「じゃあこうして
みよう」「ああしてみよう」という形で試行錯誤をする機会を設けることができ、本人も安定し
て生活できるようになってきたため、非常にありがたかった。

・実践に役立つアドバイスを得られ、行動の起こる原因もしっかりした分析をもらえた為、実際の
支援現場で支援を行うにあたり、取り入れやすかった。また、理由を理解した上で支援を展開す
ることができた。

・チームアプローチの重要性と利用者に合わせた配慮へのアイデアは、利用者を見ることからはじ
め、その視点が多いほど様々な案がでてくることも面白く感じた。

〇その一方でうまくいかない事例も…
・事業所職員が自らの支援に固執したり、支援の統一が図れない…
・職員の入れ替わりが多く、アドバイスが根付かない…

強度行動障害支援ニーズ把握に係るアンケート調査（令和6年度）

〇強度行動障害のある方の現在の状況や支援ニーズを把握し、今後の強度行動障害に関する
支援事業について検討するために実施

〇調査方法
①ご家族向け
関係団体を通じ、市内に在住する方に送付し、郵送により回収

②事業所向け
市内の障害福祉サービス提供事業所に送付し、郵送により回収

③相談支援事業所向け
市内の相談支援事業所に送付し、郵送により回収

〇回答状況
対 象 配布数（A) 回収数（B） 回収率（B/A）
ご 家 族 向 け 350件 159件 45.4%
事 業 所 向 け 1,936件 1,208件 62.4%
相談支援事業所向け 226件 135件 59.7%

計 2,512件 1,502件 59.8%

強度行動障害支援ニーズ把握に係るアンケート調査（令和6年度）
〇結果概要
【ご家族向け調査】
・回答者の4割を超える多くの方が事業所に利用を断られた経験あることがわかった。特に
区分5・6での割合が高かった。

・利用希望のサービスは、GH・入所、行動援護であり、居住の場及び外出支援の確保が課題。
・地域で必要な支援としては、相談支援体制、GHが必要とされているが、
ヘルパー不足等により社会資源が不足している、といった意見が多数あった。

【事業所向け調査】
・強度行動障害のある方を受け入れている事業所では、他害行為や強いこだわりによる行動問題に
苦慮していることがわかった。

・受け入れをしている事業所の約3割が身体拘束を行ったことがあった。
・受け入れに当たって必要な支援に取り組めていない理由として、専門知識不足や人材育成不足といった
支援スキルの問題を挙げる回答が多かった。

・利用を断ったことがある事業所は約2割あった。断った理由としては人員不足が6割を超えた。
・5割を超える事業所が一定期間受け入れ、集中的に支援を行う施設の確保を希望していた。
・地域で必要な体制としては、人員確保のための補助制度や入所施設にある短期入所の受入れを望む
意見が多かった。

・受入実績のある事業所では、専門員派遣事業の認知度は6割を超えていた。
・本市に期待することとして、人材確保、補助制度の拡充が多かった。

強度行動障害支援ニーズ把握に係るアンケート調査（令和6年度）
〇結果概要
【相談支援事業所向け】
・サービス未利用者が一定数いることが確認できた。
・サービスを断られた理由として、職員不足や知識不足を理由とするものが多かった。
・6割を超える事業所が一定期間受け入れ、集中的に支援を行う施設の確保を希望していた。
・地域で必要な支援としては、GHや短期入所、人員確保のための補助金が多かった。

「集中的支援」の検討
〇令和６年度報酬改定にて「事業所訪問型集中的支援」と「居住型集中的支援」が創設

〇居住型集中的支援の検討
・家族団体の要望や支援ニーズ調査において、実施を求める声が多数寄せられている。
・先行自治体・施設の視察等を進める。
・市内障害者支援施設との懇談会において、実施について意見聴取
→実施していくには課題が山積との意見
①人材確保・チーム作り
②施設・環境整備（既存入所者への配慮含め）

〇「事業所訪問型集中的支援」について検討
・「者」については本市独自の「強度行動障害者支援事業」と趣旨は同一ながら、異なる部分あり。
（比較はスライド１１枚目）
⇒対象者をどうするか？（対象者が狭くなる）費用負担をどうするか？（事業所に追加負担を求める）
⇒当面は、本市独自事業を継続している。

・「児」については発達障害者支援センターにて対応。
⇒モデル事業として、民間事業所より広域的支援人材を選定し、１事例について対応中
⇒一般化していくかどうかは未定。

今後の課題

〇強度行動障害者専門支援員の支援力向上・担保
＜現状の研修等＞
①養成期間（１年）での研修受講、施設見学等
・強度行動障害支援者養成研修（基礎・実践）
・国立のぞみの園「強度行動障害者支援者養成研修・基礎研修／実践研修（指導者養成研修）
・日本自閉症スペクトラム学会の研修
・福岡市障がい者行動支援センター「か～む」の研修・見学
・社会福祉法人大府福祉会「たくと大府」の見学・実習
・強度行動障害者専門支援員派遣事業への帯同・実践研修
・その他
②専門支援員レベルアップ研修経費助成
③定例会（月１回）における事例報告・検討
④アドバイザー契約
→中核的人材養成研修等、新たな体系に合わせた支援力の担保を図っていく必要

〇居住型集中的支援の検討
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民間組織等

都道府県
政令市等

コラボレーション

各事業が有機的
に

連携する仕組み

強度行動障害に関する地域体制整備の取り組み状況（これからの展開）
取り組みができていなかった：そのまま 取り組みの検討をした：うすいオレンジ 取り組みが進んでいた：うすい緑 取組みを進めたい：黒枠 どのように進めたらよいかわからない：緑枠
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受講年度 令和5年度 令和6年度
サブ・トレーナー 7 25
受講者 22 61

施設入所支援 47
生活介護 28
発達障害者支援センター 9
共同生活援助 8
児童発達支援 6
行動援護 2
放課後等デイサービス 2
就労継続支援B型 1
その他 10

法人役員 12
管理職 51
リーダー職員 32
現場支援員 10
その他（間接支援等） 10
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2
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5年未満

5～9年

10～14年

15～19年

20～24年

25～29年

30～34年

35～39年

40年以上

16

29

17

21

21

5

4

2

0 5 10 15 20 25 30 35

0～9人

10～19人

20～29人

30～49人

50～99人

100～199人

200人以上

不明・未回答

3

34

25

20

13

3

2

4

48

28

14

6

0

0

0 10 20 30 40 50 60

0人

1～9人

10～19人

20～39人

40～79人

80～149人

150人以上

基礎研修 実践研修

資料２

155



3

65

25

8

9

5

0 10 20 30 40 50 60 70

0人

1～49人

50～99人

100～199人

200人以上

その他

20

33

19

10

4

0 5 10 15 20 25 30 35

0人

1～9人

10～19人

20～39人

40人以上

16

76

60

7

5

4

7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

重度障害者支援加算Ⅰ

重度障害者支援加算Ⅱ

重度障害者支援加算Ⅲ

強度行動障害児支援Ⅰ

強度行動障害児支援Ⅱ

強度行動障害児特別支援加算Ⅰ

強度行動障害児特別支援加算Ⅱ
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5

47

43

44

43

23

1

8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ワークシートの活用

職員研修の実施

事例検討会の実施

支援会議等での報告

コンサルテーションの活用

取り組めていない

その他

サブトレーナー（n=32) 受講者(n=83)
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21
20
16
14
12
9

0
1
1

65
53

31
29

26
18

5
4
2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

研修参加への配慮がある
話し合いの機会の設定

施設改修・支援グッズに関する予算確保
全体に向けての方針の発信

コンサルテーション
職員の配置等の体制の整備

掛け声のみで具体的なサポートはない
サポートは全くない

その他

サブトレーナー（n=32) 受講者(n=83)

19
15
12
12
9
6
5
6
3
5
4

52
49

47
40

20
20

13
9

12
3
12

0 10 20 30 40 50 60 70 80

人材不足
継続・普及していくための時間がない

支援の統一が難しい
現場職員の理解が乏しい
継続的に学ぶ場がない

支援が合っているか不安
支援のアイデアがでてこない

管理職の理解が乏しい
相談できる人がいない

アセスメントの方法がわからない
その他

サブトレーナー（n=32) 受講者(n=83)

サブトレーナー
（n=32) 受講者(n=83) 全体（n=115)

有 8 21 29
無 24 62 86
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1

11

11
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9

7

8

1

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

フォローアップ研修会への参加・企画運営

情報交換会への参加・企画運営

コンサルテーション派遣

実践報告会での報告・企画運営

トレーニングセミナーへの参加・企画運営

コンサルテーションへの同行

その他

サブ・トレーナー（n=8) 受講者(n=21)

サブトレーナー
（n=32) 受講者(n=83) 全体（n=115)

サブトレーナー
（n=32) 受講者(n=83) 全体（n=115)

有 25 51 76 13 27 40
無 7 32 39 19 56 75
強行研修の企画運営・講師等 21 43 64 8 19 27
協議会等への参画 12 16 28 8 17 25
独自のフォローアップ研修の企画運営・講師等 10 14 24 3 9 12
独自事業(コンサルテーション派遣・トレーニ
ングセミナー等）への参画

10 12 22 4 8 12

集中的支援への参画 6 9 15 0 0 0
その他 3 1 4 1 0 1

関与
状況

機会の
有無

都道府県・障害福祉圏域 市区町村

13

4

4

4

6

2

43

21

15

11

2

1

0 10 20 30 40 50 60

勤務への配慮

金銭的なサポート（給料面、研修参加費用等）がある

管理職の理解を得るための話をしてくれる

同僚の理解を得るための話をしてくれる

特になし

その他

サブトレーナー（n=20) 受講者(n=48)
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サブトレーナー
（n=32) 受講者(n=83) 全体（n=115)

有 18 40 58
無 14 43 57

サブトレーナー
（n=32) 受講者(n=83) 全体（n=115)

有 4 19 23
無 28 64 92
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サブトレーナー
（n=4) 受講者(n=19) 全体（n=23)

有 4 15 19
無 0 4 4

サブトレーナー
（n=32) 受講者(n=83) 全体（n=115)

有 16 46 62
無 16 37 53
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20. 

21. 

22. 

問 7-2：どのような支援を行っているか、教えてください。  *  23. 
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